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３ 防災情報の収集と提供 

３－１ 情報収集の方針と方法 
 

３－１－１ 収集の方針 

 アジア防災センターは、メンバー国 23 カ国の合意のもと、各国の自然災害の状況、

災害対策に関する各国の制度・計画・具体的施策等に関する情報、知識及び経験を収

集し、体系的に整理し、各国間で共有化することにより、各国の防災体制の整備を促

進するとともに、アジア地域で各国が多国間防災協力を進めるための基礎的情報基盤

を整備すべく活動してきた。 

 昨年度は既存資料、各国防災担当者、その他関係機関からの情報収集により、次々

発生する自然災害の最新情報、法制度・組織などを含む防災体制、阪神・淡路大震災

を中心とした災害対策事例及び防災分野の専門家に関する人材情報などの情報をデ

ータベース化し、情報発信を行った。 

３年度目にあたる本年度は、スリランカやバングラデシュなどからの外国人研究員

との協力や OCHA との協力、後に述べるミラーサイト・災害情報データベースの構築

支援により、より詳細かつ具体的な情報収集が可能となり、発信する情報にも反映で

きるようになった。これからも引続き、次のような項目について具体的な情報収集を

行い、インターネット及びその他の方法により提供していく予定である。 

① 防災体制（法制度、組織、基本計画、災害対応マニュアル等） 

② 災害対策事例（各国で過去の大災害時にとられた対応等） 

③ 自然災害情報（過去に発生した地震､洪水､サイクロン等自然災害の態様・被害等） 

④ 人材情報（防災行政担当者､学識経験者､国際機関･民間企業･ＮＧＯメンバー等） 

 

３－１－２ メンバー国等からの収集の方法 

 アジア防災センターは、昨年度に続き本年度も次のような方法で各国の防災関連情

報の収集を行った。 

 

１） メンバー国に対する情報提供依頼 

 アジア防災センターの設立趣旨及び多国間防災協力の必要性についてメンバー各

国の理解を求めつつ、自然災害情報、災害対策事例、防災体制等に関する情報の提供

依頼を行い、関連情報の入手を進めてきた。 

 

２） メンバー国調査 

 アジア防災センターのカウンターパートであるメンバー国の防災担当者の確認、ア
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ジア防災センターの活動趣旨説明、防災関係の基本的情報の入手及び今後の協力依頼

のため、今年度はメンバー国１カ国（アルメニア）の現地調査を行った。 

 その結果、アルメニアから、アジア防災センターへの情報提供についての協力を取

り付けると同時に、各国の防災担当者と面識を持ち、組織を認知していただき、法制

度・組織等の資料入手、防災関係情報の交換等も行い、非常に有益であった。 

 

３） アジア防災センター専門家会議の開催 

 第３回アジア防災センター専門家会議（2000 年 12 月５日～７日）により、メンバ

ー国、アドバイザー国及びオブザーバー等の参加各国・機関よりカントリーレポート

を含む自然災害情報、災害対策事例及び防災体制等に関する資料の提供があり、また

アジア防災センターの活動への要望も得られた。今回は、特に、防災関係の国連機関

として、国連人道問題調整事務所（アジアユニット）、国連人間居住センター（ＨＡ

ＢＩＴＡＴ）福岡事務所及び世界保健機構（ＷＨＯ西太平洋地域事務局）よりそれぞ

れ代表の参加を得て、今後のアジア地域における多国間防災協力の可能性を探る有意

義な機会となった。 

４） ＷＷＷ（ワールドワイドウェブ）の活用 

(1) 各国の防災情報 

 昨年度に続き、アジア防災センターは独自にＷＷＷを活用して各国の防災体制に関

する情報を収集するとともに、各国及び国際機関の担当者から防災関連情報を収集し

た。特にインドからはグジャラート地震以降、定期的に電子メールとＷＷＷによる災

害対応情報の発信がなされており、随時アジア防災センターのホームページに反映し

ている。 

また、今年度はインドネシアのバコルナスとバンドン工科大学の協力を得て、アジ

ア防災センターのミラーサイトとインドネシア自身が防災情報を発信する災害情報

データベース、それらを管理するサーバーをバンドン工科大学内に設置した。 

今後は、各国の防災情報提供の動きを追っていくとともに、ミラーサイトや災害情

報データベースの構築に対する技術支援等により、各国からの積極的な情報提供体制

の構築を支援していくことが重要である。 

(2) 学術研究機関及び国際機関の防災情報 

 上記に加えて国際的な組織、研究機関等が様々な視点から防災情報の収集・提供活

動を行っている。さらに、昨今のインターネットの普及により、それらが順次インタ

ーネットを通じて利用可能な体制が整備されつつある。 

 この中でも、全世界の災害発生状況に関する統計データを有するのが、ベルギーの

ルーベン・カトリック大学の災害疫学研究所（ＣＲＥＤ）の災害データベース（ＥＭ
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－ＤＡＴ）であり、インターネット上からも利用可能となっている。 

 また、ＥＭ－ＤＡＴが統計数値のデータベースであるのに対し、国連の人道問題調

整事務所(ＯＣＨＡ)は、災害時の人道的援助活動支援のため、自然災害の状況に関す

る情報及び災害対策や災害対応に関する信頼できる情報をインターネット上で

「ReliefWeb」を通じて提供している。 

 アジア防災センターの最新災害情報では、CRED の災害 ID をキーとして、CRED

及び ReliefWeb のデータベースと自動的にリンクし、防災情報の共有を行っている。

さらに、他の防災関係機関にも共通災害 ID の活用を呼びかけ、国際的な防災情報共

有の輪を拡大することを推進している。 

 

３－１－３ その他の取り組み 

 

１） メンバー国におけるミラーサイトの設置 

  アジア防災センターはバンドン工科大学(ITB)にミラーサーバーを設置し、メンバ

ー国内からのアジア防災センターへのアクセスを容易にする取り組みを行った。その

設置作業は３月７日に ITB にて実施された。グローバル IP アドレスは 167.205.23.20、

ド メ イ ン ネ ー ム は lpadrc.itb.ac.id 、 ミ ラ ー サ イ ト へ の ア ク セ ス は 、

http://lpadrc.itb.ac.id/top.asp となった。 

 現在、アジア防災センターは 128kbps の専用線で外部と接続しているため、以前

から情報伝送速度の問題が懸念されていた。今回 ITB からアジア防災センターにア

クセス実験を行い、その確認を行った。ITB はＷＩＤＥプロジェクトに参加しており、

現在 2Mbps の回線を保有しているにもかかわらず、アジア防災センターの top ペー

ジが表示されるまでに１分以上を要した。 

 時間がかかる理由として以下のことが考えられる。 

 ・アジア防災センターの接続速度 

 ・アジア防災センターの web サーバーの処理速度 

 ・ITB 内の同時接続クライアント数と処理量 

 ・アジア防災センターと ITB 間のバックボーン速度 

 このうち、上の２つはアジア防災センターの設備を更新することによって改善され

るが、下の２つは現在のサーバーだけでは対応できない。このため、負荷分散の効果

が期待され、また高速回線を保有する各国の大学等にミラーサーバーを設置して、ア

ジア防災センターの防災情報を活用しやすい環境を整備することが重要である。 

  ミラーサーバーのその他の役割として、データ入力を現地から可能にすることが挙

げられる。インドネシア災害情報データベースを設置して、地元発信型の協力体制を
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構築する。ミラーサーバーを設置して情報共有するだけにとどまらず、現在はアジア

防災センターの神戸オフィスで集中的に入力されている最新災害情報のデータベー

ス運用体制の見直しを行う。各国の協力機関に災害情報・防災情報の更新を委託する

ことにより、現在よりも迅速かつ多量の情報発信と共有が実現される。さらに、現在

は英語と日本語で情報提供を実施しているが、各国の災害情報データベースは現地語

と英語で入力することにより、各国住民の幅広い利用が期待される。 

  今後、インドネシアをモデルケースと位置付け、これをもとにアジア各国へ技術協

力を行う。アジア防災センターはアジア 23 のメンバー国と４つのアドバイザー国と

１つのオブザーバーから構成されるため、将来は全てのメンバー国にミラーサーバー

を設置し、災害情報データベースを始めとする蓄積型のデータや災害時の緊急援助情

報、被災地からの画像データなど、様々な情報発信を実施していきたい。このような

分散型の情報発信と共有のシステムを推進するためには、システムのパッケージ化や

オペレーティングマニュアルの整備、協力機関との役割分担の明確化など、整備すべ

き項目が多岐にわたるため、良好な協力関係があるインドネシアにおいてパイロット

プロジェクトを実施し、それを通じて、今後の協力事業のための基盤を整備すること

が望ましい。 
 
 

２） ＣＯＥ及びＰＤＣ 

【災害対策・人道援助エクセレンス・センター(Center of Excellence: COE) 】 

 アジア防災センター所長小川雄二郎、主任研究員バンバン・ルディアントは 2000

年 10 月 10 日、米国ホノルルの災害対策・人道援助エクセレンス・センター(Center of 

Excellence in Disaster Management Humanitarian Assistance)を訪問した。センタ

ー所員より説明を受けたが、COE の役割は、特に災害対策・人道援助及び平和維持

活動に焦点を当て、市民や軍関係者の協力を得ながら人道危機の際の人身保護や被害

の軽減を目指していくことである。今後のより良い関係を築くために情報交換を行っ

ていくことが、COE とアジア防災センターとの協調の第一歩となる。現在アジア防

災センターは COE の太平洋災害対策情報ネットワーク（PDMIN）チームから、ア

ジア・太平洋地域に関する日報を電子メールで受信している。COE のウェブサイト

URL は以下の通り。：http://coe-dmha.org 

 

【太平洋災害センター（PDC）】 

アジア防災センターのバンバン・ルディアントは 2000 年 11 月 17 日、米国ハワイ

のマウイ島にある PDC のオフィスをピーター・コルバン氏の案内で訪問した。PDC

とアジア防災センター双方の利益となることを趣旨としながら数点について話し合
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いを行った。その結果、世界災害情報網（Global Disaster Information Network: 

GDIN）をベースとしながら共同作業をスタートさせることが第一歩であるというこ

とで合意した。両センターは GDIN 及びアジア・太平洋災害情報ネットワーク

（APDIN）のメンバーとして、既にこの活動を始めている。PDC は連邦政府の情報

統括機関であり、太平洋及びインド洋沿岸地域の危機管理を支援している。PDC の

ウェブサイトは以下の通り。：http://www.pdc.org 

 

３） ＡＤＰＣ及びＡＰＤＭＣ 

【アジア災害軽減センター（ADPC）】     

2001 年 2 月 19 日小川所長と日下主

任研究員は、1998 年のアジア防災セ

ンター開設以来、再々の相互訪問を経

て関係強化機運が熟してきたことを

受け、バンコクのＡＤＰＣと今後の協

力の可能性を探るべく訪問した。 

ＡＤＰＣは、バンコク郊外アジア工科大学院アウトリーチビル２階にある。 

ＡＤＰＣのデビッド・ホリスター副所長（Mr. David Hollister, Deputy Executive 

Director）、カマル・キショー情報部長（Mr. Kamal Kishore, Information Manager）

と今後の協力の可能性につき、意見交換を行い、今後の協力の枠組みを定めた包括的

ＭＯＵを交換することで合意した。 

ADPC は 1986 年に創設された民間の国際防災研修センターであるが、活動分野も教

育訓練プログラムにとどまらず、各国・地域の要請に応じたコンサルティングや種々

の情報サービスあるいは地域防災力向上のためのプログラム実施など多岐にわたる。

スタッフは既に４０名以上であるが、さらに増員予定と聞いている。 

アジア防災センターとしては、１２年先輩にあたるＡＤＰＣから学ぶ点は数多いが、

特にメンバー国政府間の防災情報共有化による協力推進を中心におく当センターにと

り、ＡＤＰＣの専門的な取り組み内容は大変参考になる。また、ＡＤＰＣにとっても、

アジア防災センターとの交流は有益であると思われ、今後の交流拡大に大いに期待し

ているところである。 

 

【アジア太平洋災害管理センター（APDMC）】 

 ＡＰＤＭＣは、フィリピン・マニラ首都圏に本部を置く民間の国際防災コンサルテ

ィング機関である。アジア太平洋地域を中心として、各国･地域の要請に基づき、専

門的立場から、自然災害及び人的災害（man-made disaster）の双方に対する防災・
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危機管理対応力向上策を助言している。また、政府及び民間レベルの専門家育成のた

めの教育訓練プログラムも実施している。ＡＰＤＭＣは、スタッフ数ではアジア防災

センターとほぼ同規模であるが、すべての業務は顧客との契約に基づいて行われてい

るため、プロジェクト指向型の専門的なコンサルティング活動となっている。これは

組織の規模に関わらず、有益なサービスを提供できる、という具体的な例ではないか

と考えており、同じアジア太平洋地域に位置するアジア防災センターとして今後の交

流や協力関係の推進に期待しているところである。 
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３－２ 防災体制に関する情報 

 

３－２－１ 対象とする情報 

 各国の防災体制を構成する要素としては、各国の対応の基本を定める法制度、これ

に従い実際の対応を行う組織、また防災体制の整備を着実に進めるための基本計画が

あり、さらには、個々の災害に対する防災行動や対策を定める災害対応マニュアル等

がある。 

 

１） 法制度 

 法制度については、すべての国において、日本の災害対策基本法のような基本法が

存在するわけではなく、政府命令や特定組織の規則により、防災体制を規定している

国も存在する。国毎の事情を考慮すれば、このどちらがよいかという価値判断をする

ことは容易でない。しかし、広義の法制度と見られるこの法令規定につき、各国の情

報を共有化することは、今後法制度を整備しようとする国、あるいは現在の制度を改

善しようとする国にとって、参考となるであろう。 

 

２） 組織 

 組織についても、各国の事情により異なる災害対策をとる場合が多いが、これも法

制度と同じく、共通する災害に対する対応として参考にすることができる。 

 

３） 基本計画 

 メンバー国の中で日本のように防災計画を既に有している国はまだ少数派であり、

防災計画の情報を共有化していくことは近い将来策定を予定している各国にとり、計

画策定の参考になり、結果として自然災害による被害の軽減に資する可能性が高い。 

 

４） 災害対応マニュアル 

 災害対応マニュアルは、各国・地域において固有の自然災害の被災経験、あるいは

災害態様毎に独自の対応マニュアルが作成されている場合が多いと考えられる。しか

し、各国・地域独自に対応しているため、各国・地域間で共通の災害に対する経験や

対応策が共有されているとはいえず、そのため、災害対応策の十分でない国及び地域

がみられる。このため、昨年度に引き続き、これらの災害対策や災害対応マニュアル

を共有化するため情報収集に努めてきたが、まだ十分とはいえない。今後とも各国・

地域において形成・蓄積された特定災害への対応策に関する経験・知識・知見などを

各国・地域間で共有化するための努力を継続していく。 
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３－２－２ 情報源のレベル 

 次に収集すべき情報は、各国政府レベルの情報のみではなく、州・地方政府、各地

域、また市町村レベルでも有用な情報を収集する必要がある。その理由は、原則とし

て実際に災害に対応するのは、各地域・市町村なり地方政府であり、地方レベルの対

応能力を超えた場合に中央政府や国際社会が支援を行うということからも理解でき

るように、単に中央政府で規定や組織・制度を整備しても、地方や草の根レベルも含

めた現実の防災力・災害対応力が高まったとはいえないからである。したがって、既

述のとおり、各レベルの有益な情報を共有化していく必要がある。 

 

３－２－３ 情報収集の方法 

 前記３－１－２に記載のとおり、アジア防災センターは、昨年度に引き続きメンバ

ー国に対する情報提供依頼、現地調査、専門家会議、ＷＷＷによる独自の情報収集等

の方法により各国の防災体制に関する情報の収集を行った。 

 

３－２－４ これまでに収集した防災体制に関する情報及び分析 

 アジア防災センターでは、上記の方法により、メンバー国及びアドバイザー国等か

ら防災体制に関する情報を収集し、データベースとして整理し、その結果をアジア防

災センターのホームページ上で情報提供した。防災体制の状況につきその概要を以下

に示す。 

 

１） 法制度 

 法制度に関しては、各国個別の事情により対応に違いが見られる。 

 日本のように災害対策基本法を有している基本法型のグループ、ロシア・シンガポ

ールのように市民防衛法型のグループ、バングラデシュ・マレーシアのように政府命

令・内務規定などの規則による運用規定型のグループに分けることができる。これら

のうちいずれがよいかの判断は難しいが、中央・地方を問わず何らかの法制度を有し

ておくことは政府の義務の明確化及び一般国民に対する周知徹底の面でも有益と思

われる。 

 アジア防災センターのホームページ上のデータベースには、各国法制度の概要のみ

にとどまらず法律・規定の全文を入手したものについては、これを掲載するようにし、

各国の利用に供している。また、インターネット接続の環境がまだ十分でない国につ

いては、要請に対して積極的にペーパーベースでの情報提供を行っている。 

また、メンバー国以外でも各国の防災対策に役立つものであれば、積極的に情報提

供を行っている。たとえば、トルコでは震災を契機に、地震保険に関する法を策定し
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た。アジア防災センターではこの全文の英訳版と日本語訳版をホームページに掲載す

るとともに、ペーパーベースでの提供も行っている。今後ともＷＷＷ上での情報提供

にとどまらず、要請があればペーパーベースでの情報提供もしていきたいと考える。 

なお、表 3-2-4-1 に、各国の法制度に関する概要を示す。また、災害対策に関して

運用規定で対応しているケースの代表例としてバングラデシュの災害対策規定の構

成を表 3-2-4-2 に示す。 
 

表 3-2-4-1  各国の防災法制度 

国 名 基 本 法・規 定 な ど 

バングラデシュ 国家災害管理法は審議中（1999 年）。 

カンボジア 市民防衛法成立（1993 年）。 

インド 自然災害は国、州、地域の 3 レベルで対応。 

インドネシア 大統領令 43/1990（1995 年）。 

日本 災害対策基本法施行（1961 年）。 

カザフスタン 
市民防衛法のほか、自然災害及び産業災害に関する緊急事態法、消防法、緊急援

助法、国家安全法、保健衛生法など。 

大韓民国 
自然災害対策法制定(1970 年) 

緊急対策法制定(1980 年)/人災に対応 

ネパール 
自然災害救援法（1982 年制定。1989、1992 年改正）。 

自然災害救援規定（各組織の役割明記）未成立のため法の実効性は完全でない。

ラオス 活動内容を定めた枠組みを規定（1998 年）。災害対策基本法は未成立。 

マレーシア 国家安全保障令第 20 号。 

モンゴル 市民防衛法成立（1995 年）。自然災害及び人災に対応。 

パプア 
  ニューギニア

災害対策法成立（1975 年）あり。州政府、地方政府レベルの対策法がないため、

それをカバーする法律を検討中。 

フィリピン 
大統領令 1566 公布（1978 年）で政府から村落レベルまで防災調整委員会の設置

を規定。 

ロシア 
①自然災害、技術災害に対する国民･領土保全法 ②災害救助法 ③民間防衛法

④物資供給法 ⑤災害物資備蓄法。 

シンガポール 市民防衛法成立（1986 年）。自然災害及び人災に対応。 

スリランカ 災害対策法策定中。 

タジキスタン 市民防衛法成立（1996 年）。 

タイ 市民防衛法成立（1979 年）。 

ウズベキスタン 災害に対する国民保護法制定（1998 年）。 

ベトナム 首相命令、政治局通達に基づき、各地方が防災計画を立案。 

オーストラリア 
8 州・領土中 6 州に災害対策法。全国レベルでは緊急管理協定により連邦・州・

領土・地方政府・地域間での協力関係あり。 

スイス 
市民防衛法（第二次大戦後成立。数回改正）。国際開発協力・人道援助法（1976

年成立）。いずれもスイス連邦法。 
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表 3-2-4-2 バングラデシュ災害対策規定（Standing Orders on Disaster）の構成 

 

１．背景・定義 

２．国家レベルの政策形成・調整 

３．国家災害管理評議会 

４．省間災害管理調整委員会 

５．国家災害管理諮問委員会 

６．災害管理救援省 

７．サイクロン対策プログラム 

８．水資源省 

９．情報省 

１０．健康・家族福祉省 

１１．食糧省 

１２．農業省 

１３．漁業・畜産省 

１４．民間航空・観光省 

１５．三軍関係庁 

１６．国防省 

１７．内務省 

１８．通信省 

１９．海運省 

２０．住宅・公共事業省 

２１．社会福祉省 

２２．地方行政・農村地域開発省 

２３．外務省 

２４．財務省 

２５．産業省 

２６．教育省 

２７．商業省 

２８．郵政省 

２９．電力・エネルギー・資源省 

３０．環境・森林省 

３１．計画委員会 

３２．他の省庁 

３３．バングラデシュ赤新月社 

（以下省略） 

  

２） 組織 

 組織についても、各国毎に固有の組織体制を構築しているが、大別すれば、日本の

中央防災会議、インドネシアの国家災害管理調整委員会（Bakornas PB）のように政

府内横断組織とその専門事務局を有する国、バングラデシュのように災害対策・救援

のための専門省「災害管理救援省」を有する国、スリランカのように社会事業省内の

特定組織「国家災害管理センター」で災害対策を担当させる国などがある。 

 表 3-2-4-３に、各国の状況を示す。 
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表 3-2-4-3  各国の防災組織体制 

国 名 組 織 体 制 

バングラデシュ 
災害管理救援省あり｡災害発生時に各省庁に協力を要請。他に国家災害対策会議（議長/総

理大臣）、省庁間調整委員会、サイクロン準備委員会あり。 

カンボジア 
国家災害対策委員会、政策が確立されたのは 1995 年。組織は 16 人の閣僚で構成。首相が

組織を管轄。赤十字が全面協力。 

インド 

平時：中央政府内危機管理グループ（首相府長官が議長）。自然災害は農業省が主管し、他

省は支援。州レベルでは救援復興部又は歳入部が主管。地域レベルでは、税務官の

指導する調整監視委員会。 

災害時：州政府が災害対策特別チームを編成。中央政府内横断チームが州政府と協力。 

インドネシア 

国家災害管理調整委員会（Bakornas PB）で総合調整。国民福祉・貧困軽減調整省が事務局

で、全災害に対応、各省に指示権限あり。公共事業省、技術評価利用庁、気象地質庁、環

境庁などが Bakornas PB メンバー。 

日本 

災害対策の基本政策は中央防災会議（閣僚で構成。議長は内閣総理大臣）で決定。事務局

は内閣府防災担当。個別の政策は各省庁で策定。各自治体は災害対策及び救援活動を実施

（自治省管轄）。 

カザフスタン 
緊急事態庁で対応。各市、市民防衛局、緊急医療センター、共和国緊急救援隊、水難救助

隊等と連携。共和国首相が市民防衛責任者。 

大韓民国 

大統領、首相、行政自治部、市民防衛組織の枠組みで構成。その下部組織として災害準備・

防災局（自然災害対策法に対応）、市民防衛・災害対策局及び消防局（緊急対策法に対応）

あり。地域レベルでは各地方政府が対応。 

ネパール 

中央自然災害救援委員会のもと、地域自然災害救援委員会、地区自然災害救援委員会、ロ

ーカル自然災害救援委員会あり。また救援医療小委員会と供給・避難・復興小委員会あり。

内務省災害救援部は、防災政策立案、防災準備、救援活動、情報収集、救援物資等被災者

配付など実施。遠隔地対応が課題。 

ラオス 福祉省が総理府の事務局として活動。 

マレーシア 
国家安全保障令第 20 号に基づき、総理府国家安全保障局が総括。災害対策・救援委員会が

具体的活動計画を策定、実施。連邦政府、州、地域レベルで対応。 

モンゴル 

環境省（政策面を担当）、市民防衛委員会（実務を担当）に加え、災害発生時には国家恒久

緊急対策委員会を召集（閣僚により構成。議長は首相）地方レベルでは地域緊急対策委員

会で対応。 

パプア 

 ニューギニア 

災害対策法(DMA)に基づき国家災害管理局(NDMO)設置。国家災害委員会(NDC)が災害を宣言

し、政府に行動プランを助言。州レベルでは防災委員会(PDC)あり。 

フィリピン 

国家災害調整委員会（ＮＤＣＣ）が民間と協力して防災計画立案、緊急対応・復興を行う。

大統領に解決策や緊急事態公布の進言実施。政府内 14 省、軍総司令官、赤十字事務局長、

国防省市民防衛局長などからなる。 

ロシア ロシア市民防衛非常事態防災省（ＥＭＥＲＣＯＭ）あり。専任の人員及び資源保有。 

シンガポール 
内務省が管轄。市民防衛隊、警察隊が実務対応。大災害の場合、災害管理委員会を召集（閣

僚がメンバー）。 

スリランカ 社会事業省が災害対策センターを設置。州、地域レベルでの対応はまだできていない。 

タジキスタン 
首相が防災・災害対策を総括。国家緊急・市民防衛委員会が実務を担当。州、地域レベル

でそれぞれ委員会があり、州が中心。各州には市民防衛本部あり。 

タイ 
99 年市民防衛法に基づく国家市民防衛委員会（議長/内務相）が各省を調整。国防省、農務

省、厚生省等がメンバー。NGO もあり。地域、地方レベルで対応。 

ウズベキスタン 首相府緊急事態部（5名）が政府内各省調整及び災害対策の総合調整機能を担う。 

ベトナム 
洪水・台風対策中央委員会が各地方人民委員会、軍管区本部と連携して対応。国家水文気

象予報センターが早期警報実施。 

オーストラリア 

州、地方レベルで災害に対応。それぞれに災害対策委員会あり。地方委員会、州委員会、

国家委員会（EMA）、国家災害対策委員会の順で災害に対応。必要に応じて連邦災害対策特

別委員会が設置され、政府レベルでの調整に当たる。 

ニュ-ジ-ランド 危機管理計画に基づく緊急事態管理体制へ移行。 

スイス 
防災に関しては地方政府が対応。災害発生時には地域レベルで対応。連邦政府の管轄は国

防省。 
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３） 基本計画等 

 基本計画については、国家レベルでの防災基本計画を有する国（日本、ネパール、

パプアニューギニア、フィリピン、ロシア、シンガポール、スリランカ、タジキスタ

ン、タイ、スイス）、現在策定検討中の国（バングラデシュ、カザフスタン、マレー

シア、モンゴル、ベトナム）のほか、州・地方レベルで計画を有する国（オーストラ

リア）などがある。 

 災害対策については、各国及び地域独自のものが殆どであり、共通の自然災害に対

して同じような対策をとることができないわけではないが、各国及び地域毎の存在す

る固有の条件を考慮に入れながら、他国及び他地域の災害対策を検討していく必要が

ある。 

アジア防災センターでは、そのような観点から、各国及び地域の災害対策について、

その行動計画、マニュアルなどを収集し、整理し、分析しており、現在及び将来にわ

たり、これらの災害対策情報が各国及び地域での独自の災害対策の策定並びに実施の

ために参考にされることを強く期待するものである。 

 具体的には、アジア防災センターはこれらの情報をインターネットのホームページ

上でデータベース化して公開しているため、インターネットでＷＷＷを利用できる環

境にあれば自由にこれらの情報を閲覧することができる。またＷＷＷ上に掲載されて

いない情報については、直接アジア防災センターに照会して情報を検索することがで

きるほか、外国人研究員プログラム等でアジア防災センターに勤務又はアジア防災セ

ンターを訪問することができれば、自由にこれらの情報を閲覧できる。今後の活用を

大いに期待したい。 

  表 3-2-4-4 に、各国の状況を示す。なお、一例としてカンボジアの国家災害管理委

員会（ＮＣＤＭ）の基本政策の構成をその次に記す。 

 

表 3-2-4-4 各国の防災基本計画 

国 名 基    本    計    画 

バングラデシュ 
災害基本計画はないが、省庁別に災害対策内務規定あり。これに沿って国家、地方、村レ

ベルに至る様々な災害対策委員会が対応。 

カンボジア 国家レベルでは防災法等を準備中。地域レベルでも人材育成計画など策定中。 

インド 
ビジョン 2020 により、開発計画に防災を組み込み、最新情報技術、保険、法的枠組み強

化を図る。 

インドネシア 
最近 UNDP の支援を受けてインドネシア防災情報システム（DIS）を開発。DIS は防災用 GIS

システム、災害報告及び救援情報のためのデータベースを含む。 

日本 

災害対策基本法に基づき中央防災会議が防災基本計画を承認。4つの自然災害、8つの人

災（火災、列車事故等）を防災、初動対応、復興に関して規定。阪神大震災の教訓を生か

し、同計画を 95 年と 97 年に改定。各省庁、企業、自治体、ボランティア、公益企業の役

割を規定。 

カザフスタン 
緊急事態庁が IDNDR 方針に則り防災緊急行動計画を策定。カザフスタン総合防災計画も策

定。 

大韓民国 手順書、予備軍計画書、市民防衛計画書（赤十字、ボランティア等を対象）あり。災害対

３６ 
 

 
 

 



ADRC  Annual  Report  No.3 (2000)                         ３ 防災情報の収集と提供                 

策 5ヵ年計画（1997 年～2001 年/予算 220 億ドル）の中で昨年 40 億ドルを災害対策から

技術開発に至る 22 項目に投入。 

ネパール 
第９次計画(1998-2002 年)により最新技術による国家防災体制及び消防力強化を計画。

IDNDR ネパール委員会のもと国家行動計画策定｡UNDP 等と協力し国家総合防災計画策定。

ラオス 
①災害対策法、活動計画策定 ②人材育成計画 ③通信システムの改善 ④財源の確保 

⑤早期警戒システム 

マレーシア 

インドネシアの例を参考に独自の計画を策定中。中長期的観点や技術援助要請など盛り込

む予定。オーストラリアの協力により森林火災対策計画を策定中。産業災害、土砂崩れも

加え、計４の個別対応計画をつくり各ケース毎の関係省庁の役割、対応方法を規定。 

モンゴル 現在、自然災害軽減行動計画（草案）を策定中。市民防衛団体にマニュアルあり。 

パプア 

 ニューギニア 

①地域防災計画（州レベル以下の小規模な災害対象）。②国家防災計画（見直し中）。その

他災害別に産業省が計画を策定（油の流出、民間航空機災害、火災等）。関係省庁が各計

画を四半期毎に見直す。 

フィリピン 政府・各省毎に防災計画あり、定期的に見直し実施。 

ロシア 

ロシア政府が災害基本計画策定。防災、救援、復興における関係省庁の役割を規定。災害

対策計画では、森林火災、地震、洪水など、災害種類別に計画を規定。災害の規模によっ

て中央政府、地方政府の区別なく使用。 

シンガポール 
最高責任者計画あり。あらゆる災害に対応。その下に災害別に 16 の実務対応計画あり（列

車事故、爆発、化学災害、トンネル災害、航空機事故等）。 

スリランカ 災害対策基本計画あり（1990 年策定）。改定を検討中。 

タジキスタン 
政府が毎年市民防衛計画を採択。地理的条件、地方政府の災害対策計画を考慮。 

仮に決壊すれば周辺国に甚大な被害を及ぼすサレズ湖の決壊防止・警戒対策検討中。 

タイ 

1988 年の台風災害以来政府が災害対策の重要性を認識。国家開発計画の一部として災害

対策 5ヵ年計画（1997～2001 年）策定。これに基づき市民防衛マスタープランを導入（1998

年）。災害時における関係省庁の責任の明確化、防災に関する各省庁の協力体制、コミュ

ニケーションの効率化、ＮＧＯとの協力などを規定。 

ウズベキスタン 
1997 年キルギスで発生した洪水でウズベキスタンの 116 人の人命が奪われたことなどか

ら衛星による早期警戒警報システム検討中。 

ベトナム 農業開発省堤防管理洪水台風防御センターで 2010 年までの防災行動計画を策定予定。 

オーストラリア 

州、地方別に災害対策計画あり。その他に連邦政府災害対策計画、海外災害の協力を定め

た支援計画あり。オーストラリア緊急対策マニュアルシリーズが必要事項のほとんどをカ

バー。 

スイス 
国内では国防省が所管する災害基本計画(中央政府､地方自治体の理解統一のため用語定

義)あり｡実務対応用に災害別計画あり｡国際協力は外務省所管の自然災害防災戦略あり。

 

カンボジアの国家災害管理委員会（ＮＣＤＭ）の基本政策の構成 

１．一般的な政策要素 

２．国家災害管理委員会のフィロソフィ 

３．国家災害管理委員会の目標 

４．国家災害管理委員会の役割 

５．国家災害管理委員会の責任 

６．国家災害管理委員会の国家戦略 

７．国家災害管理委員会の準国家戦略 

８．国家緊急管理政策による諸利益 

９．政策の宣言 

１０．具体的政策の推進方法 

 

 

 また、地域レベルの防災体制に関しては、国内の地方自治体等の資料も各国及び地

域の防災体制整備の参考にできると考えられるため、地元の兵庫県や神戸市を含む主
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要な自治体等から防災体制に関する資料を収集・整理しており、参考までにそのリス

トの一部を掲載する。（表 3-2-4-5） 

 これらの資料については、今後ともアジア地域で共通する自然災害に対する、各国

及び地域の防災体制の強化、防災力の向上とこれらを通じた自然災害被害の軽減のた

めに有効に活用していく方針である。 

 
表 3-2-4-5 国内の防災体制に関する資料（抜粋） 

発行者/作成者 タイトル 

建設省 建設省防災業務計画 

兵庫県 兵庫県地域防災計画(地震災害対策計画) 

兵庫県 兵庫県地域防災計画(風水害等災害対策計画) 

神戸市防災会議 神戸市地域防災計画地震対策編 

芦屋市企画財政部防対策課 初動活動マニュアル 

芦屋市防災会議 芦屋市地域防災計画風水害等対策編 

芦屋市防災会議 芦屋市地域防災計画地震対策編 

北海道防災会議 北海道地域防災計画(地震防災計画編) 

北海道防災会議 北海道地域防災計画(資料編) 

北海道防災会議 北海道地域防災計画 

宮城県防災会議 宮城県地域防災計画(風水害等災害対策編) 

宮城県防災会議 宮城県地域防災計画(風水害等災害対策編)資料 

神奈川県防災会議 神奈川県地域防災計画(風水害等災害対策計画) 

神奈川県防災会議 神奈川県地域防災計画(地震災害対策計画) 

伊東市防災会議 伊東市地域防災計画一般対策編 

静岡市防災会議 静岡市地域防災計画(一般対策編) 

静岡市防災会議 静岡市地域防災計画(東海地震等対策編) 

名古屋市防災会議 名古屋市地域防災計画(地震災害対策編) 

名古屋市防災会議 名古屋市地域防災計画(附属資料編) 

大阪府 大阪府防災会議条例【防災・消防】 

大阪府 大阪府災害応急対策実施要領 

大阪府防災会議 大阪地域防災計画-関係資料－ 

長崎市 長崎市地域防災計画、長崎市水防計画 

深江町防災会 深江町地域防災計画書 
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３－２－５ 今後の課題 

 アジア防災センターとしての今後の課題は、構築したデータベースの一層の拡充強

化、収集した情報の分析、これによる各国のニーズ把握、さらにこれらを通じた多国

間防災協力の推進ということになろう。 

１） 防災体制データベースの拡充強化 

 アジア防災センターで収集した防災体制に関する情報を各国で共有化していくた

め、アジア防災センターのホームページ上にデータベースを構築し、ここから防災体

制に関する情報を検索閲覧できるようにした。これにより、各国及び地域は他国の実

例を参考にしながら、自国及び地域の防災体制の整備・改善を図ることが可能となっ

た。今後ともメンバー国等の協力を得ながらデータベースの内容を充実させ、よりわ

かりやすく、使いやすい防災体制データベースにしていく予定である。 

２） 情報の分析及び各国のニーズへの対応 

 収集した情報の分析により、各国毎の特殊事情やニーズが明確になりつつある。そ

の中で日本、ロシア、シンガポール等の国は、既に国ベースでの防災体制がほぼ確立

されているが、ネパール、ラオス、パプアニューギニア等の国については防災体制の

整備を現在進めつつあることがわかっている。前者についても、より一層防災体制の

充実強化を図るために個々に必要な改善措置を講じていく必要があるし、後者につい

ては、域内協力の課題として優先的に取り組むことが必要と思われる。 

 また､アジア諸国の自然災害に対する脆弱性を軽減するには国家の長期的な基本計

画の中で防災の観点から検討を加える必要があるが、その前提として、各国政府及び

市民の防災意識を高める必要がある。そのためには、早期に防災体制を含む防災に関

する情報を各国で共有化することにより、立法・政策・計画立案担当者等が、防災の

観点を国家及び地域の基本計画の中に適切に位置付け、常に取り入れていく必要があ

る。 

３） 協力の推進 

 第 1 回、第２回に引き続き第３回専門家会議でも合意されたように、今後も引き続

き定期的な会合をもつことにより、メンバー国の防災担当者及び専門家が各国の最新

の防災体制・災害対策に関する情報交換を進めていくことが必要であろう。次に、メ

ンバー国から参加する研究員がアジア防災センターのスタッフとしてアジア地域内

での人的交流及び情報交流を活発化することも大切である。さらには、アジア地域に

おける自然災害被害の軽減のために、アジア防災センターが仲介者となり、日本及び

アジア各国の人材・技術並びに物的資源をネットワーク化し、交流を活発化していく

ことが求められているといえよう。 
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